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鳥取地裁平成18年2月7日判決 ･判例自治281号 【原告勝訴】(1)
広島高裁松江支部平成18年10月11日判決 【控訴棄却】(2)
最高裁平成19年2月22日決定 【上告棄却 ･上告受理申立不受理】(3)
【主要参照法令】憲法20条､宗教法人法25条3項～5項､鳥敬
県情報公開条例9条2項
はじめに
近年､国の情報公開法 (正式には ｢行政機関の保有する情報の公開に関
する法律｣(1999〔平成11〕年法律42号))や地方団体の情報公開条例など
に基づき､行政庁が保有する情報への開示請求が普遍化してきている｡透
明で ｢開かれた政府｣の確立は民主国家の根幹にかかわる課題であること
から､情報開示請求の普遍化は､むしろ歓迎すべき現象といえる｡ただ､
民主国家においては､一方では､国や地方団体は､信教の自由､政教分離
といった憲法が保障する法原理を最大限に尊重するように求められる｡し
たがって､法律上の要請に応じて宗教法人が行政庁に提出した法人の内部
情報 (書類)が情報公開請求に基づき濫りに開示され､信教の自由や宗教
上のプライバシーなどが侵害の危険にさらされることのないように､十分
な配慮が求められる｡
周知のように､1995〔平成7〕年の宗教法人法改正により､宗教法人
は一定の備付書類の写しを所轄庁へ提出するように義務づけられた (25
条)｡また､所轄庁にも､｢提出された書類を取り扱う場合においては､宗
教法人の宗教上の特性及び慣習を尊重し､信教の自由を妨げることのない
ように特に留意しなければならない｣(25条5項)との義務が課された｡
(1) h仕p://www.pref.totori.1g.jp/secure/129187/hannketu.pdf
(筆者HP最終閲覧 :2007年9月)
(2) htp://www.pref.totori.1g.jp/secure/129186/nikkoujikousosinhankesu.pdf
(筆者HP最終閲覧 :2007年9月)
(3) htp://www.pref.totori.1g.jp/secure/I29223/nikkoujikousosinhankesusaikousai.pdf
(筆者HP最終閲覧 :2007年9月)
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宗教法人法改正時の政府見解では､これら宗教法人が提出した備付書類
のうち､登録事項等の公知事実に係るものを除き､…非公知事実"に係る
ものについては､原則として一般には開示しないというものであった｡す
なわち､宗教法人が提出した書類のうち､登録事項等の公知事実に係るも
のを開示し､一方で "非公知事実"の係るものについては原則として開示
しないと言う "基準"を明らかにしたのである｡この基準は､国民の ｢知
る権利｣と宗教法人の ｢信教の頁由｣といった二つの異なる保護法益をア
コモデート (融和)するために用意されたものである｡
ところが､2003〔平成15〕年末､鳥取県片山善博知事 (当時)が､鳥取
県情報公開条例 (2000〔平成12〕年鳥取県条例2号)(4)に基づく請求に応
じて､鳥取県所轄の宗教法人が提出した事務所備付書類を､非公知事実を
含めて､請求人に開示したため大きな問題となった｡
今回検討する事件においては､第三者が､鳥取県情報公開条例に基づ
にちこうじ
き､鳥取県 (被告 ･控訴人 ･上告人)知事に対し､宗教法入日香寺 (原
告 ･被控訴人 ･被上告人)の法人規則､代表役員名簿､財産目録､収支計
算書の開示請求をした｡県知事は当該第三者に対しその開示を決定した｡
これに対して､開示の対象とされた宗教法人目香寺は､鳥取県を相手に､
行政処分の執行停止決定を求めるとともに､本件開示決定は法律及び県知
事が従うべき主務大臣等の指示に反し､宗教法人日香寺の信教の自由を侵
害するなどと主張して､その決定を取り消すように求めて提訴したもので
ある｡
以下においては､本件の分析及び本件判決を素材に宗教法人が提出した
書類の開示の限界をめぐる課題も含めて､点検してみる｡
Ⅰ 事件の概要と判決
2005〔平成17〕年4月5日､第三者Aが､鳥取県情報公開条例 (以下 ｢本
(4) h仕p://reiki.pref.totorijp/reiki/reiki.html(筆者HP最終閲覧 :2007年9月)
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件条例｣という｡)に基づき､鳥取県Y (被告 ･控訴人 ･上告人)知事に
対し､宗教法人目香寺Ⅹ (原告 ･被控訴人 ･被上告人)の法人規則､代表
役員名簿､財産目録､収支計算書 (これらを以下 ｢本件書類｣という｡)
の開示請求をした｡
2005〔平成17〕年5月10日､県知事は､Aに対し宝物の数量や財産額な
どを除く財産目録､収支計算書など本件書類の開示を決定した｡これに対
して､開示の対象とされたⅩは､Yを相手に､行政処分の執行停止決定を
求めるとともに､本件開示決定は法律及び県知事が従うべき主務大臣等の
指示に反し､Ⅹの信教の自由を侵害するなどと主張して､その決定を取り
消すように求めて提訴した｡本件審理に先立ち､鳥取地裁は2005〔平成
17〕年5月23日に､行政処分執行停止決定により､本件開示決定の執行を
停止した｡
ちなみに､本件条例9条2項 1号は ｢法令若しくは条例 〔中略〕の規定
又は実施機関が従わなければならない各大臣の指示その他これに類する行
為により公にすることができない情報｣を非開示情報として列挙してい
る｡
1 争点
①公文書の管理事務の区分～本件開示決定は､本件条例9条2項 1号に
いう非開示情報の開示にあたり､本件条例に違反するのか (宗教法人
Ⅹが所轄庁に提出した文書の管理は､自治事務か､法定委託事務のい
ずれにあてはまるのか)
②非開示条項該当性～本件開示決定は､本件条例が保護する ｢公にする
ことにより､当該法人等又は当該個人の権利､競走上の地位その他正
当な利益を害するおそれがある｣(9条2項3号ア)情報にあたるのか
③違憲性～本件開示決定は憲法20条 〔信教の自由〕に違反するのか0
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2 当事者の主張
本件開示決定処分をめぐる当事者の主張は､つぎのとおりである｡
(1)争点 1-公文書の管理事務の区分
(a)Ⅹの主張
地方自治法2条10項別表 1では､法定受託事務として宗教法人法25条4
項を掲げているが､同条5項を掲げていない｡これは､同条5項が単なる
留意義務を定めた規定であるからである｡
法定受託義務は､｢国が本来果たすべき役割に係るものであって､国に
おいてその適正な処理を特に確保する必要があるものとして法律又はこれ
に基づく政令に特に定めるもの｣(地方自治法2条9項 1号)とされてお
り､｢書類の提出を受ける事務｣だけが国の統一によることが必要で､｢提
出を受けた書類の管理｣は国の統一の基準によるべき必要がないとは解す
べき合理的な根拠は存在しない｡提出された書類の管理 (開示の可否を含
む)も当然法定受託事務に含まれると解すべきである｡
ちなみに､2004〔平成16〕年2月19日付け文化庁次長 ｢宗教法人法に
係る都道府県の法定事務に係る処理基準について (通知)｣(15庁文第340
早)によれば､登記事項以外等の公知の事実以外は原則不開示とすべきと
している｡本件文書の管理は法定委託事務であることから､前記通知 (大
臣等の指示)の拘束力がおよぶものと解すべきである｡
(b)Yの主張
地方自治法2条10項別表 1では､法定受託事務として宗教法人法25条4
項を掲げているが､同条5項を掲げていない｡これは､提出された書類の
取扱に関する事務は法定委託事務ではなく自治事務であることを意味す
る｡各大臣は､地方自治法245条の9第 1項に基づき都道府県が法定受託
事務を処理するにあたり拠るべき基準を定めることができるが､提出され
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た書類を開示するか否か等の書類の政は自治事務であるから､これに該当
しない｡したがって､文化庁次長の通知は本件条例9条2項 1号にいう
｢実施機関が従わなければならない各大臣等の指示その他これに類する行
為｣に該当しない｡
(2)争点2-非開示条項該当性
(a)Ⅹの主張
本件文書は､すべて宗教法人の非公知事実の属することであり､これら
の事項は､憲法で保障された信教の自由の由来する情報コントロール権に
かかわるものとして強く保護されるべきものであり､Ⅹの同意なくして開
示は許されない｡宗教法人法25条3項は､本件文書に相当する書類の閲覧
請求権を認めるが､開示請求者を限定している｡これに対して､本件条例
は何人も開示請求ができるものとしており､情報をコントロールする主体
は県知事という公権力であり､開示目的の当不当を問わないことになって
いる｡本件文書が開示されてしまうと宗教活動に対する誹誘中傷など､宗
教活動を妨害するなどして､Ⅹとその関係者の信教の自由が害されるおそ
れがある｡
日香寺の包括団体である日蓮正宗は､破門した創価学会から多数の訴訟
を起こされ､両者は敵対関係にある｡宗門の財務関係資料が宗門攻撃手段
に利用されてきており､本件文書が開示されると､これが創価学会による
日香寺攻撃に使われるおそれがある｡
(b)Yの主張
宗教法人法､本件条例上も､文書の開示に関し､宗教法人の同意や公知
性は要件とされていない｡また､双方は､趣旨､目的､対象書類が異なっ
ており､同列の論じることはできない｡宗教法人法25条4項により､Yに
書類が提出された結果､信者以外の県民が､宗教法人の事務所で閲覧でき
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なかった書類を開示請求 ･入手できることになる｡しかし､これは､書類
をYに提出したことにより､法人内部の管理運営に関する私文書がYの管
理する公文書に変容した結果であり､予測しえたことである｡Yは､信教
の自由と県民の知る権利との調和を図るため､｢宗教法人の財務情報等の
非開示の基準｣を定め､信教の自由には十分配慮している｡本件文書がど
のような方法で不当な攻撃手段として利用されるか定かではなく､具体的
な危険性があるとも考えにくい｡本件文書は､これを公にしても､Xの権
利､競走上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるとはいえない｡
(3)争点3-違憲性
(a)Ⅹの主張
本件開示決定は､本件条例の解釈､適用を誤った結果､信教の自由を保
障する観点から不開示とされるべき文書を開示するものであるから､本件
条例のみならず､信教の自由を保障した憲法20条に違反し違憲な処分であ
る｡
(b)Yの主張
本件開示決定は､信教の自由を侵害していない｡例えば､土地や建物に
関する情報は､法人の単なる事務管理に関する事項であり､宗教活動の収
支もそれを公にすることが､信教の自由に対する制限などにはなりえな
い｡本件文書は､信教の自由にかかわる本質的な部分ではない｡
3 裁判所の判断
(1)争点1について
【第 1審の判断】
本件書類を管理する事務は､自治事務であるが､法定受託事務と密接不
可分な事務であることから文化庁次長通知の拘束力がおよび､本件開示決
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定は当該通知に違反し､本件条例9条2項1号に達反する｡
【控訴審の判断】
本件書類を管理する事務は､自治事務ではなく法定受託事務であること
から文化庁次長通知の効力がおよび､本件開示決定は当該通知に違反し､
本件条例9条2項1号に違反する｡
(a)宗教法人法87条の2は､同法25条4項を法定受託事務として掲げ
ている｡しかし､同法25条5項は掲げられていない｡これは､5
項は留意義務を規定したものに過ぎないことから､4項が書類を
管理する事務を含めて規定するものと解することの妨げにはなら
ない｡
(b)地方自治法2条9項 1号は､法定受託事務について､｢--国が
本来果たすべき役割に係るものであって､国においてその適正な
処理を特に確保する必要があるものとして法律文はこれに基づく
政令に特に定めるもの｣と規定している｡そうすると､｢宗教法
人の所轄庁への書類提出義務に対応する所轄庁の事務について､
単なる受領行為や事務的な保管行為のみを観念することは､上記
法的受託事務の趣旨からは外れるといわざるを得ず､実質的な管
理行為を観念することが､上記法の趣旨により合致すると考えら
れる｡｣
(C)所轄庁が書類の提出を受ける趣旨は､法定受託事務である規則の
認証及びその取消などの所轄庁の権限を適正に行使させるため
のものであり､書類の提出のみに意義があるのではない｡｢むし
ろ､提出された書類を所轄庁が適切に保管して利用することに
よって､当該宗教法人の業務または事業の管理運営の実態を継続
的に把握することに重要な意義を有するといえる｡｣
(d)宗教法人法25条3項の閲覧制限は､宗教法人の有する書類につい
宗教法人が提出した書類への情報開示決定取消請求 (石村) 257
て､その閲覧によって当該宗教法人及びその関係者の信教の自由
が害されることがないように配慮すべきであるとの宗教法人法の
原則的立場を示したものであるO
(e)宗教法人法80条の2第 1項は､規則の認証及びその取消等の権限
行使については､所轄庁の都道府県知事であったとしても､国の
機関である宗教法人審議会の答申を要件としているなど､文部科
学大臣等の関与の仕組みに照らしても､提出された書類の管理､
特にその開示についての取扱は､全国一律の基準に基づいて処理
されるのが合理的であり妥当性を有する｡地方の特殊事情を考慮
すべき特段の必要性があるとは考え難い｡
(f)上記を総合的に検討して､書類を管理する事務は､法定受託事務
であると解するのが相当である｡
(2)争点②及び(参について
裁判所は判断するまでもない｡
Ⅱ 本件争点の個別的検討
本件においては､県知事が開示決定をしたことに対して､開示の対象と
された宗教法人目香寺Ⅹ(原告 ･被控訴人 ･被上告人)は､行政処分の執
行停止決定を求めるとともに､その決定を取り消すように求めて提訴し
た｡地裁は､行政処分執行停止決定により､知事の開示処分の執行を停止
した｡
すでにふれたように､本件における争点は､大きく､前記①､(臥 ③の
三つである｡しかし､判決では､地裁及び高裁とも､①の争点のみについ
て判断を加え､他については判断を差し控えた｡
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1 公文書の管理事務の区分
地裁は､①について､本件書類を管理する事務は､原則として自治事務
にあたるとしながらも､本件書類の提出を受ける事務は､本件書類を管理
する事務､認証の取消､業務停止命令､解散命令の請求なその事務などと
ともに一連の事務を構成し､それぞれの事務と密接に関連しているとし
た｡その上で､その書類の管理が法定受託受託事務の処理と密接不可分の
関係にあるときには､それらの情報管理は法定受託事務の処理基準におい
て定めることができるとする考え方に従い､文化庁次長通知の拘束力がお
よぶとした｡したがって､本件開示決定はこの通知に違反し､条例違反で
あるとした｡いわゆる ｢密接関係自治事務説｣にたって判断を下したわけ
である (例えば､松本英昭 『新版 逐条地方自治法 〔第三次改定版〕』(学
陽書房､2005年)1017頁以下参照)｡ただ､とりわけ､本件では､｢法｣で
はなく､文化庁次長の ｢通知｣(行政機関の解釈 ･考え方)で処理基準を
設けられるとした点について､異論がありうる｡行政機関の判断は決して
不変なものでないことを織り込んだ上で､この地裁判決を評価する必要が
ある｡
これに対し､控訴審判決では､本件における書類を管理する事務は､自
治事務ではなく､法定委託事務であるとし､通知の効力がおよび､本件開
示決定はこの通知に違反し､条例違反であるとの結論を導き出した｡上告
審決定では､本件を棄却としたため､開示決定を取り消す旨の控訴審判決
が確定した｡ただ､公文書の管理事務の区分という視点からみる限りで
は､この控訴審判決は､法定受託事務に関する公文書の公開事務が際限な
く法定受託事務と化していくおそれがないとはいえない｡とりわけ､この
控訴審判決に対しては､国と地方団体との対等関係にかんがみ､法定受託
事務についての処理基準に法的拘束力を認めないのが支配的見解であるこ
とからすれば (例えば､塩野宏 『行政法Ⅱ〔第三版〕』(有斐閣､2006年)
217頁参照)､異論もありうる｡
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2 非開示条項該当性及び違憲性
本件において､地裁の法論理にしろ､控訴審の法論理にしろ､知事の開
示決定処分を､文化庁の次長通知に形式的に違反したことを理由に取り消
したという意味では同じ帰結にいたっている｡また､知事の開示決定処分
が､憲法20条の保障する信教の自由を侵害するものであったかどうかにま
では踏み込んで判断を下すことはなかったということでも､同じ帰結にい
たっている｡
こうした司法判断の仕方､消極主義的な司法に対しては､宗教界からの
不満がないわけではない｡本件訴訟の原因となっている所轄庁という国家
機関に対する宗教法人の内部書類提出の義務化というかたちでの宗教法人
の自律部分への世俗法 (宗教法人法 ･他律)上の介入に対する憲法判断に
も論及して､正面から判断を加えるべきであったとの声もある (小池健治
｢最高裁判決の意味｣新宗教新聞2007年4月25日)｡本件での争点におけ
るⅩ側の主張の仕方にもう一つ工夫があってよかったようにも思える0
本件控訴審判決では､｢所轄庁が宗教法人から提出を受ける趣旨は､法
定受託事務である規則の認証及びその取消などの上記権限を適正に行使す
るには､当該法人の業務又は事業の管理運営の実態を継続的に把握するこ
とが必要であるから､その判断材料として宗教法人にその提出を義務づけ
たものである｣と判示している｡
この解釈に従うと､この所轄庁への写しの提出制度は､宗教法人のアカ
ウンタビリティ (説明責任)の確保をねらいとした仕組みであるというよ
りは､むしろ所轄庁の宗教行政上の監督権限の行使､いわゆる ｢活動状況
の把握｣を本来のねらいとしたものとなる｡すなわち､所轄庁が､宗教法
人がその目的にそって活動をしているのか､さらには宗教法人としての要
件を備えているのかなどの実態を､継続的に把握するための手段を確保す
ることにねらいがあることになる｡しかし､こうした解釈は､宗教法人法
の立法趣旨や憲法20条にも抵触する｡なぜならば､宗教法人法は､宗教団
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体が､礼拝施設その他の財産を所有し､これを運営し､その他その目的の
ための業務および運営することに資することをねらいに､宗教団体に法人
格 (法律上の能力 ･権利能力)を認めることにあるからである｡つまり､
そのねらいは､憲法が保障する信教の自由を確固たるものにすべく､自主
的かつ自律的に宗教活動をするための物的基礎を確保することにあるから
である｡
本件で問われているのは､教信徒でもない者あるいはその関係者でもな
い一般人に対する宗教法人の内部文書類開示の可否についてである｡そも
そも憲法が保障する政教分離ルールの適用がある宗教法人の場合､アカウ
ンタビリティ (説明責任)を尽くす手法が他の公益法人などとは異なって
当然である｡また､社団的な法人運営ではなく､財団的運営を想定してい
る現行の宗教法人法の下では､教信徒ですら､みずからが属する宗教法人
の聖俗双方にわたる内部事項に当然に関与できる仕組みにはなっていな
い｡これが､情報公開法や情報公開条例を通じれば､教信徒でない者ある
いはその関係者でもない一般人が､宗教法人が所轄庁に提出した書類 (情
報)に公文書としてアクセスできることになるのは､明らかに宗教法人法
の趣旨にそぐわないといえる｡また､所轄庁への書類提出を義務化した宗
教法人法の改正がなかったならば起こらなかった問題である｡
ちなみに､所轄庁である文部科学省が保有する宗教法人等に関する書類
については､国の情報公開法との関係で､｢公にすることにより､当該宗
教法人等又は当該個人の権利､競争上の地位その他正当な利益を害するお
それがあるもの｣(法5条2号イ)にあたり､不開示情報として保護され
るものと解されている (1998〔平成10〕年5月12日 衆議院内閣委員会総
務庁長官答弁参照)｡とりわけ､｢宗教法人法に基づいて提出される書類の
うち非公知の事実にかかるものにつきましては､原則として不開示情報に
あたる｣(1998〔平成10〕年6月4日 衆議院内閣委員会宗務課長答弁)
としている (また､1996〔平成8〕年9月2日 庁文宗第137号 各都道
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府県知事あて 文部事務次官通達 ｢宗教法人法の一部を改正する法律の施
行について｣参照)｡
こうした立法事実を織り込んで考えると､本件が､地方団体を所轄庁と
する宗教法人ではなく､文部科学大臣を所轄庁として提出された書類の場
合で､国の情報公開法に係る開示決定であったときには､より明確に憲法
20条上の争点が司法審査の対象となるものと思われる｡
Ⅲ 問題の所在
1 情報公開法 ･情報公開条例と宗教法人情報
国の情報公開法では､国が保有する行政文書は原則として開示されるこ
とになっている｡こうした原則公開のルールは､各都道府県の情報公開条
例 (ないしは公文書公開条例)でも同様に取り入れられている｡したがっ
て､地方団体が保有する行政文書は､開示請求があれば､その行政庁の長
は原則としてこれを開示しなければならない｡
しかし､例外とされるものもある｡これを ｢不開示情報｣という｡例え
ば､個人情報や法人情報などがこれにあてはまる｡国の情報公開法を例に
すると､法人情報については､それを公にすることにより､その法人の
｢権利､競争上の地位その他正当な利益｣を害するおそれがある場合には
開示されないことになっている (5条2号イ)｡ちなみに､ここでいう ｢権
利｣には､｢日本国憲法や法律上の権利はすべて含まれる｣というのが政
府見解である (衆議院内閣委員会議事録8号､1998〔平成10〕年5月12日)0
したがって､宗教法人が所轄庁に提出した事務所備付書類は､その宗教法
人の信教の自由や宗教活動の自由など憲法が保障する自由権を侵害するお
それがある場合には､請求があっても開示してはならないことになる(5)0
一方､地方団体の情報公開条例では､都道府県により､具体的な規定の
仕方は微妙に異なる｡しかし､宗教法人に関する事務は､もともと国の事
務に属する｡地方分権一括法 (正式には､｢地方分権の推進を図るための
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関係法律の整備等に関する法律｣､475本の法律を一括に改正するねらいの
法律であったことから使われた略称)制定後は､この事務が地方自治法2
条9項1号に定める第1号法定受託事務にあたる旨が明定されている (宗
教法人法87条の2)｡このことから､宗教法人に関する事務については､
国と都道府県とは統一的な取扱をする必要がある｡文部科学大臣は､みず
からを所轄庁とする宗教法人が提出した事務所備付書類が信教の自由や宗
教活動の自由など憲法が保障する自由権を侵害するおそれがある場合に
は､開示してはならないとしている｡したがって､都道府県も､みずから
を所轄庁とする宗教法人に対しては､同じ取扱をすべきである｡
ちなみに､この点について､一般に､各地方団体の情報公開条例におい
ても､国の情報公開法と同様の規定を置いている｡鳥取県情報公開法を例
にとってみても､法人情報については､それを公にすることにより､その
法人の ｢権利､競争上の地位その他正当な利益｣を害するおそれがある場
合には公開しないものと定めている (9条2項3号ア)｡
2 情報公開の対象外となる ｢非公知の事実｣とは
すでにふれたように､各宗教法人に係る一定の書類ついての所轄庁への
(5) 情報公開法は1999〔平成11〕年5月14日に成立したが､この法案が審議されている
ときから､宗教法人法第25条との問題点が宗教界から指摘されていた｡それは､宗教
法人の提出した備付帳簿の写しが ｢行政文書｣となり､開示請求の対象となるのでは
ないかと懸念されたからであった｡法案の ｢要綱案｣のレベルでは､｢その他の関連
法律の規定との間で必要な法制上の調整措置を講ずるものとする｣としていたのであ
るが､最終法案では宗教法人法との間での調整措置は講じられなかった｡その結果､
情報公開法に宗教法人が提出した書類を ｢不開示情報｣と明定されることはなかった｡
財団法人日本宗教連盟は､法案の立案作業にあたった小里総務庁長官 (当時)に対
して1997〔平成9〕年10月 ｢情報公開法案立案にあたっての要望書｣を提出､法案の
｢不開示情報｣に関する規定に ｢憲法上の権利｣を盛り込むことを要望､1998〔平成
10〕年2月､総務庁は内閣法制局の ｢『権利』という文言で､信教の自由の保障が担
保される｣という見解を受け不開示情報規定 (5粂1項2号イ)を ｢公にすることに
より､当該法人等又は当該個人の権利､競争上の地位､その他正当な利益を害するお
それがあるもの｣という修正が行われ法案が提出されることとなった｡国会での法案
審査においても小里総務庁長官が自民党の植竹繁雄衆議院議員の質問に､｢『権利』に
は､憲法の定める 『信教の自由』が含まれる｣(1998〔平成10〕年5月12日衆議院内
閣委員会)と答弁している｡これをもって､宗教界としては一応提出書類の情報公開
は避けられたと受け取ったようである｡
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報告は､1995〔平成7〕年の宗教法人法改正により義務化されたものであ
る (25条1項)｡また､この改正では､一定の利害関係人に対し法人備付
書類等の閲覧請求を認めた (25条3項)｡ただ､この閲覧は､極めて厳し
い要件の下で認められるに過ぎない｡このため､一方では､こうした閲覧
請求とは別途の方法で､法人情報の開示を求める動きも出てきた｡情報公
開条例を利用し､宗教法人と特別の利害関係のない人たちが､宗教法人が
所轄庁に提出した書類の写しを求めるケースである｡
こうした情報公開請求に対しては､鳥取県を除き､ほとんどの地方団体
では､住民の ｢知る権利｣と宗教上のプライバシーの保護との接点上の課
題に重大な配慮を持って望んできている｡宗教法人が提出した書類をその
まま開示する姿勢はとっていない｡このような地方団体の姿勢は､信教の
自由を保障する意味でも極めて重要である｡
(1)所轄庁への提出書類の範囲とその趣旨
宗教法人法によると､宗教法人が所轄庁に提出を求められる書類は､法
定備付書類のうち､次の書類の写しである (25条4項)0
①役員名簿
②財産目録及び収支計算書*並びに貸借対照表を作成している場合には
貸借対照表
(参境内建物 (財産目録に記載されているものを除く)に関する書類
④公益事業や収益事業を行う場合には､その事業に関する書類
*なお､収支計算書については､当分の間､公益事業以外の事業 (収益
事業)を行わない法人で､-会計年度の収入の額が8,000万円以下の
場合には作成を免除される｡
宗教法人法は､宗教法人の ｢聖｣の側面に対しては世俗法の規制がおよ
ばないように､聖俗分離ル丁ルの徹底に細心の注意を払っているoした
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がって､｢宗教的側面｣に係る事項については､世俗法である宗教法人法
の効力はおよばないはずである｡
こうした宗教法人法の特性に着眼した上で､事務所備付資料の開示制度
を見てみると､この制度には問題が多い｡まず､事務所備付資料の一つで
ある財産目録を例にしても､特別財産の項目には ｢本尊､神像等の礼拝の
対象となる物件｣などを記載するものとされている｡宗教法人法がこの種
の書類を開示するように求めることは､その宗教法人が礼拝の対象として
いる本尊や神像等､｢聖｣の側面にまで世俗法の介入を認めることにつな
がりかねない｡これは､明らかに聖俗分離ルールに抵触する.
こうした聖俗分離ルールに触れるような問題は､｢収支計算書｣でも起
こりうる｡なぜならば､収支計算書では､宗教活動収入として教信徒から
の布施とか喜捨金など献金の額が記載されているからである｡また､宗教
活動費として､布教費､儀式費などが記載されていることにも注意を払う
必要がある｡
このように､｢俗｣の側面を通して ｢聖｣の側面が見透かされてしまう
場合には､やはり､聖俗分離ルールの徹底に細心の注意を払っている宗教
法人法の基本的な趣旨とは相容れないものとなる｡｢聖｣の側面に密接に
関連する資料や書類について､それを一般に公開するかどうかは､本来､
宗準法人の自主的な判断 (自律)に委ねられるべきである｡本来､こうし
た資料や書類の開示を法的に義務づけることについては､宗教法人の ｢宗
教的側面｣への世俗法の介入であり､憲法が保障する信教の自由､政教分
離の理念にそぐわないものといえる｡所轄庁が宗教行政の監督権限行使を
ねらいに提出を求めた非公知の事実を含む資料が､その後､情報公開法や
情報公開条例を通じて一般に開示されることになるのを認めることは､な
おさら宗教法人法の趣旨にそぐわないといえる｡
また､こうした書類 ･帳簿を所轄庁に提出を求めるのは､宗教上のプラ
イバシーを含む信仰や宗教活動の内容を精査することが目的ではないとさ
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れる｡あくまでも､法人設立後のチェック､すなわち認証の取消､宗教法
人法の公益事業以外の事業の停止命令及び解散命令の請求をする際に､所
轄庁がその権限を適正に行使するための資料収集がねらいであるとされ
る｡また､このことを確認するために､宗教法人法は､所轄庁が､｢提出
された書類を取り扱う場合においては､宗教法人の宗教上の特性及び慣習
を尊重し､信教の自由を妨げることのないように特に留意しなければなら
ない｣(25条5項)との規定をおいて慎重を期している｡
一方､改正宗教法人法は､一定の利害関係人に対し宗教法人の事務所備
付書類や帳簿 (25条2項各号)の閲覧請求を認めた｡しかし､これを請求
できる者は､正当な利益を有し､かつ不当な目的を有しない信者その他の
利害関係人に限定している (25条3項)｡これは､宗教上のプライバシー
を侵害する危険性を極力なくすためである｡この点を勘案すると､所轄庁
に提出された法人の備付書類を､情報公開の趣旨にそって一般に開示する
ことについては､極めで慎重な対応が求められて当然である (石村耕治編
著 『宗教法人法制と税制のあり方』(法律文化社､2006年)第 1部第3章
参照)0
(2)｢非公知の事実｣の範囲
宗教法人から所轄庁に提出されたこれらの書類の内容は､一般には知ら
れていない情報であり､宗教上のプライバシーに係る情報も数多く含まれ
ている｡したがって､所轄庁は､宗教法人が提出した事務所備付書類を､
宗教法人の信教の自由や宗教活動の自由など憲法が保障する自由権を侵害
するおそれがある場合には､開示してはならないのは当然である｡
この点の立法事実ないし立法意思を確認する意味で､宗教法人法改正当
時の政府見解を点検すると､次のような記述を見出すことができる｡
｢宗教法人から提出される書類のうち非公知の事実に係るものに関しま
しては､これが一般に知られるところとなりますと､〔中略〕例えば当
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該 宗 教 法 人 の宗 教活 動 の態様に対する誹 譲 中傷 な ど､ 自由な宗 教活 動 を
妨 害 す るた め の材 料 ､ あ るいは宗 教法 人 の 自律 的 な運 営 に干 渉 す るた め
の材 料 な ど と して使 わ れ ま して､そ のた め､ 当該宗 教 法 人 及 びそ の関係
者 の信 教 の 自由､ 特 に宗 教上の結 社 の 自由が害 され るおそ れ が あ る と考
え て お ります ｣ (衆 議 院 内 閣委員 会 議 事 録 11号､ 1998 〔平 成 10〕 年 6月
4日)0
また､非公開となる ｢非公知の事実｣について､1998〔平成10〕年7月
23日付け､文化庁宗務課長から各都道府県宗教法人事務担当課長あての通
知では､次のように範を示している｡
｢登記事項等の周知の事実を除き､原則として不開示の取扱をされるよ
うにお願いします｡｣(1998〔平成10〕年7月23日通知 10文宗58)｡
3 問われた鳥取県での情報公開条例の運用と宗教法人の非公知事実の
開示
2003〔平成15〕年末､鳥取県知事が､鳥取県情報公開条例に基づいて､
鳥取県所轄の2つの宗教法人 (寺院と神社)が県に提出していた備え付け
帳簿の写しのうち､｢財産目録｣や ｢収支計算書｣に記載されていた財務
情報を含めて公開請求人に全面開示したことが､宗教法人界に波紋を広げ
た(6)｡財団法人日本宗教連盟 (以下 ｢日宗達｣ともいう｡)が同県知事と文
書で質疑応答を交わし､セミナーを開催するなど､宗教界はこの間題の対
応に追われた(7)｡また､文化庁も次長名で各都道府県知事あてに次のよう
な ｢宗教法人法に係る都道府県の法定受託事務に係る処理基準について｣
(文化庁2004〔平成16〕年2月19日通知)を通知するなど､国としての対
(6) 鳥取市内の男性からの開示請求に対し､鳥取県は情報公開条例に基づき､独自の判
断で11月下旬､県に提出されていた2宗教法人の2002年度の財産目録や収支計算書に
記載された財務情報のすべてと役員名簿の代表役員名のみの部分を開示した｡1999年
に成立した情報公開法の制定過程で危倶されていた問題が､現実のこととなった｡
(7) 一連の資料について詳しくは､htp://wwwjaoro.or.jp/iken/totori.htm (筆者HP最
終閲覧 :2007年9月)参照｡
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応に努めた｡
15庁文第340号
平成16年2月19日
各都道府県知事 殿
文化庁次長
素 川 富 司
宗教法人法に係る都道府県の法定受託事務に係る処理基準について (通知)
宗教法人には､所轄庁が文部科学大臣であるものと都道府県知事であるもの
があり､所轄庁における規則の認証の基準及び所轄庁に提出された書類の取扱
い等について､統一的に取り扱われる必要があることから､宗教法人法 (以下
｢法｣という｡)に係る都道府県の法定受託事務の処理について､地方自治法第
245条の9第 1項の規定に基づき､都道府県が当該事務を処理するに当たりよる
べき基準について､下記のとおり定めましたので通知します｡ついては､当該
事務の処理に当たっては､この基準によることとするとともに､宗教法人の宗
教上の特性及び慣習を尊重し､信教の自由を妨げることがないように特に留意
の上､遺漏のないようにお願いします｡
なお､この基準は､宗教法人に関する事務の処理に係る従前の通達及び通知
を踏まえて定めたものであることを申し添えます｡
記
第 1 〔略〕
第2 事務所備付け書類の写しの所轄庁への提出及びその取扱について (紘
第25条第4項関係)
1 宗教法人の事務所備付け書類の一部の写しの所轄庁への提出が義務づけ
られた趣旨は､当該宗教法人が規則等に従ってその目的に沿った活動を行って
いることを､所轄庁が継続的に確認するためであり､宗教法人が書類の提出を
怠っている場合､当該宗教法人に速やかに提出するよう督促を行う等必要な措
置を講ずること｡
2 情報公開条例等に基づき法第25条第4項の規定により宗教法人から提出
された書類の開示請求があった場合の取扱いについては､当該書類が宗教法人
の内部情報であり､法第25条第3項に規定する閲覧請求権者が､閲覧すること
について正当な利益があり､かつ､不当な目的をもたない信者その他の利害関
係人に限定されている趣旨及び法第25条第5項の規定を踏まえると､当該情報
の開示により当該宗教法人及びその関係者の信教の自由が害されるおそれがあ
ることから､登記事項等の公知の事項を除き､原則として不開示の取扱いとす
ること｡
〔以下略〕
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しかし､鳥取県側は､この文化庁通知は無効と反論､宗教法人が提出し
た事務所備付書類の開示実務を変更する姿勢をみせなかった｡こうしたな
か､曹洞宗鳥取県宗務所第4教区など地元では､県への書類提出を見合わ
せる動きをみせた｡本件訴訟はこうした時期に萌芽した｡
(1)備付書類の提出制度の趣旨と情報公開条例の運用
近年､情報公開条例などに基づき､一般住民が､地方団体が保有する情
報の開示を求めるケースが目立っている｡情報公開請求は､透明で ｢開か
れた政府｣の確立は民主政体の根幹にかかわる重い課題であり､情報公開
請求の普遍化は､｢住民の知る権利｣にも仕え､むしろ歓迎すべき現象と
いえる｡地方分権推進法 (1995〔平成7〕年5月19日 法律第96号)も､
地方団体が､｢行政の公正の確保と透明性の向上及び住民参加の充実のた
めの措置その他の必要な措置を講ずることにより｣､透明性を高め､住民
へのアカウンタビリティ (説明責任)を全うするように期待する旨を明ら
かにしている (7条1項)0
しかし､一方で､民主政体において､国および地方団体は､信教の自由､
政教分離といった憲法が保障する法原理を最大限に尊重するように求めら
れる｡したがって､情報公開制度は､私法人である宗教法人の非公知事実
を一般に開示し､宗教法人やその関係者の信教の自由に介入するのを認め
るものとみてはならない｡
地方団体の情報公開制度は､透明な地方政体をつくるための "住民によ
る行政の監視"に､そもそものねらいがある｡しかし､すでにふれたよう
に､国は､宗教法人法の定めに従い､宗教法人が所轄庁に提出した書類の
うち､登録事項等の公知事実に係るものを公開し､一方で …非公知事実"
の係るものについては原則として公開しないという "基準'を明らかにし
ている｡これは､｢知る権利｣と ｢信教の自由｣といった二つの異なる保
護法益をアコモデート (融和)させることをねらいとした基準である｡
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鳥取県のような情報公開条例の運用は､宗教行政の適正な遂行の確保と
いう点からも問題なしとはしない｡宗教法人から提出された書類について
は､当然その内容については､非公知であり､公務員の守秘義務のある秘
密に該当する場合も考えられる｡したがって､提出された書類の写しをそ
のまま開示する場合には､地方公務員法上の守秘義務 (34条1項)が免
除 ･解除 (違法阻却事由が拡大)されず､処罰の対象となる可能性 (60条
2項)もある(8)0
(2)鳥取県や宗教界などの主張 ･対応のあらまし
この開示決定が問題となった2003〔平成15〕年末から2004年当時､鳥取
県は､国と地方との関係について､｢地方分権一括法の施行により機関委
任事務及びそれに関する国の包括的指揮監督権が廃止され､(国からの)
通知､通達等は拘束力を失っている｣(2004〔平成16〕年2月5日付回答)
と主張した｡また､｢宗教法人に関する書類であっても､他の法人の場合
と同様に法人の正当な利益を害するかどうかを個々に審査し､開示決定の
判断をする｣(同回答)と述べた｡具体的には ｢公益法人に属する財団や
社団は､県の規則に基づき210法人が毎年業務や財務に関する書類を提出
している｡また､学校法人についても､県内26法人が毎年財務書類を提出
している｣(2004〔平成16〕年3月15日付回答)と回答した｡
鳥取県は同県情報公開条例に基づく請求に対し､｢公開しても宗教法人
の利益を害するおそれはないと判断｣(2004〔平成16〕年2月5日付回答)
し､必ずしも宗教法人の宗教活動の持つ特性 ･自律に十分な配慮を行わず
に､機械的に応じていた｡
鳥取県は ｢知る権利｣と県情報公開条例との関係について､｢県民参加
による開かれた公正な県政の推進｣のためには､｢宗務行政も含め県の保
(8) 1998〔平成10〕年1月文化庁宗務課 ｢宗教法人法第25条により所轄庁に提出される
国家公務員法上の守秘義務との関係について｣参照｡
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有する公文書を条例に従い公開することで透明性を確保することが重要｣
(2004〔平成16〕年3月15日付回答)と述べ､今後も県情報公開条例に基
づき､提出書類を開示していく方針を明確にした｡
さらに片山知事 (当時)は2004 〔平成16〕年12月に行われた､宗教法
人法と公益法人制度改革を考えるセミナーで､鳥取県が宗教法人から提出
された備付帳簿の写しを情報公開したことについて､条例に基づいて公開
したもので､｢『県是』として情報公開した､秘密主義は弊害を生む｡情報
公開は私の選挙公約でもあった｣と述べ､文化庁からの ｢原則非開示｣と
の通知について､｢権限外の文書で､間違い｣と指摘した｡さらに ｢役所
は収集癖があるが､情報公開の時代､必要のない情報を集めないというこ
とが大切｣と述べた｡
鳥取県の主張 文化庁の主張
提出書類の管理 自治事務 . 法定受託事務と密接不可分の■関係
この考え方をすすめたいとの証として､同県は､かつて ｢宗教法人が所
轄庁に提出する書類の簡素化特区｣〔第6次提案募集への応募〕の申請を
した｡つまり､宗教法人が毎年､事務所に備え付けられた書類を所轄庁で
ある県に提出することを義務づけられているが､これらのうち､条例で定
めるもとについては提出書類から除くことができるようにする提出書類の
簡素化をねらいとした行政特区の申請をした｡しかし､2004〔平成16〕年
11月に ｢特区として対応不可｣との判断で受け入れられなかった｡同県の
こうした動きは､聖俗分離ルールに配慮し､｢宗教活動の自律｣と ｢世俗
法～宗教法人法 ･情報公開条例 (他律)｣とのアコモデーション (融和の
ための対応)を考えての提案とみて取ることもできる｡
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むすびにかえて
本件判決では､書類管理事務の区分､処理基準の法的拘束力､条例に定
める非開示規定への該当性などの問題に限定するかたちで議論が展開され
た｡とりわけ､宗教法人法25条4項の定めるところに従い所轄庁である地
方団体に提出された書類の管理事務が､自治事務か､法定受託事務かが主
な争点であった｡つまり､端的にいえば､宗教法人法上の提出書類につい
ての情報公開条例上の事務処理が､地方自治法上の法定受託事務である
(宗教法人側の主張)か､県の自治事務 (県側の主張)かが問われ､前者
にあたるとすれば本件条例9条2項1号により文化長次長通知に従い非開
示､後者にあたるとすれば県知事の判断で開示 ･非開示を決定できる､と
いうのがポイントである｡
この点につき､地裁の判断では､本件書類の管理事務は自治事務である
としながらも､法的受託事務と密接不可分の関係を有することを理由に大
臣等に処理基準を定める権限があるとして､文化庁次長通知の拘束力を認
めた｡これに対して､控訴審の判断では､本件書類管理事務は法定受託事
務に含まれると判断し､文化長次長通知の拘束力を認めた｡
本件は､本来､宗教法人のアカウンタビリティ (説明責任)の尽くし方
や信教の自由とも深く関係するケースである｡事実上､文化庁次長通達と
いう行政庁の判断で宗教法人提出に係る書類開示の可否が決まるという法
的システムの脆弱さ､所轄庁への書類提出受忍義務や所轄庁へ提出された
書類の情報公開条例 (法)上の公文書化の憲法的評価など､今後､司法的
に問われるべき課題も少なくない｡
(本学法学部 ･法科大学院兼担教員)
